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１．平成25年１月期の連結業績（平成24年２月１日～平成25年１月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年１月期 172,289 △2.1 1,172 ― 1,130 ― 416 ―

24年１月期 176,013 52.7 5 ― △118 ― △3,096 ―

(注) 包括利益 25年１月期 477百万円(―％) 24年１月期 △3.062百万円(―％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年１月期 4.50 ― 1.4 0.9 0.7

24年１月期 △33.45 ― △11.3 △0.1 0.0

(参考) 持分法投資損益 25年１月期 44百万円 24年１月期 21百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年１月期 122,370 31,384 24.9 329.27

24年１月期 125,555 30,825 23.9 324.56

(参考) 自己資本 25年１月期 30,474百万円 24年１月期 30,039百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

25年１月期 524 △1,715 △154 12,837

24年１月期 △545 △6,171 3,113 14,152

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年１月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

25年１月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

26年１月期(予想) ― ― ― ― ― ―

３．平成26年１月期の連結業績予想（平成25年２月１日～平成26年１月31日）
(％表示は、通期は対前期、第２四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 86,600 △6.0 1,150 △1.5 1,130 △6.4 860 △11.4 9.29

通 期 170,000 △1.3 1,250 6.6 1,200 6.1 440 5.7 4.75
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（２）個別財政状態

この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点におい
て、連結財務諸表に対する監査手続が実施中です。

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的
であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性が
あります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付
資料２ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。

※ 注記事項
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

新規 社 (社名) 、除外 社 (社名)

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）
① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 25年１月期 92,554,085株 24年１月期 92,554,085株

② 期末自己株式数 25年１月期 1,439株 24年１月期 1,003株

③ 期中平均株式数 25年１月期 92,552,825株 24年１月期 92,553,304株

(参考) 個別業績の概要
１．平成25年１月期の個別業績（平成24年２月１日～平成25年１月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年１月期 210 △59.1 △294 ― 463 ― 541 ―
24年１月期 514 124.1 △47 ― △56 ― △5,002 ―

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

25年１月期 5.85 ―

24年１月期 △54.05 ―

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年１月期 62,506 31,039 49.7 335.37

24年１月期 60,769 30,497 50.2 329.51

(参考) 自己資本 25年１月期 31,039百万円 24年１月期 30,497百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
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当連結会計年度（平成24年２月１日～平成25年１月31日）におけるわが国経済は、東日本大震災の復

興需要等を背景に緩やかに回復しつつあるものの、欧州の債務問題に加え、新興国の景気減速など、景

気動向は依然として不透明な状況で推移しております。

また、出版流通業界におきましては、紙による書籍販売の縮小が続く中、モバイル・ＰＣ端末に提供

されるデジタルコンテンツとの新たな競争など、大変厳しい状況にあります。

このような状況のなか、当社グループは店舗事業において、経営一本化による事業運営の効率化と投

資効率の向上、一層迅速な経営判断と施策の実行、及びそれらによるサービス力、コスト競争力の強化

を図り、さらに採算性の向上を目指し、平成24年１月29日付で、株式会社ジュンク堂書店を丸善書店株

式会社の完全子会社とするグループ内組織再編を実施いたしました。

また、当社グループは当社子会社である「株式会社図書館流通センター」が運営しますネットによる

書籍販売サイト「ビーケーワン」のサービスと、「大日本印刷株式会社」、「株式会社エヌ・ティ・テ

ィ・ドコモ」及び当社の共同事業会社である「株式会社トゥ・ディファクト」が運営します電子書籍販

売サイト「ｈｏｎｔｏ」のサービスを統合し、予てより推進してきました電子書籍と紙の書籍を販売す

るハイブリッド型総合書店「ｈｏｎｔｏ」として平成24年５月に新たなサービスを開始するとともに、

６月には電子書籍と紙の書籍を販売する「ｈｏｎｔｏ」のサービスと当社グループのリアル書店ネット

ワークが融合する、日本初の本格的ハイブリッド型総合書店サービスの一つとして、共通ポイントの導

入を始めました。この共通ポイントは、「株式会社トゥ・ディファクト」が発行する「ｈｏｎｔｏポイ

ントカード」に会員登録いただくことで、「ｈｏｎｔｏ」サイト及びサービス連携をおこなうリアル店

舗でのお買い上げ時にもポイントが付与されます。サービス連携の対象となるリアル店舗は順次拡大し

ております。

当連結会計年度の業績につきましては、売上高は1,722億89百万円（前年同期比2.1％減）、営業利益

は11億72百万円（前年同期は５百万円の営業利益）、経常利益は11億30百万円（前年同期は１億18百万

円の経常損失）となりました。また事業譲渡益等を特別利益に、固定資産の減損損失等を特別損失に計

上した結果、当期純利益は４億16百万円（前年同期は30億96百万円の当期純損失）となりました。

セグメント別の業績は次の通りであります。

［文教市場販売事業］

当事業は当社グループの中核をなし、以下の事業を行っております。

１．大学などの教育研究機関や研究者に対する学術研究及び教育に関する輸入洋書を含む出版物（書

籍・雑誌・電子ジャーナル、電子情報データベースほか）や英文校正・翻訳サービスをはじめと

する研究者支援ソリューションの提供

２．図書館（公共図書館・学校図書館・大学図書館）に対する図書館用書籍の販売、汎用書誌データ

ベース「ＴＲＣ ＭＡＲＣ」の作成・販売及び図書装備（バーコードラベルやＩＣタグ等の貼付

等）や選書・検索ツール等の提供

３．教育・研究施設、図書館などの設計・施工と大学経営コンサルティングをはじめとする各種ソリ

ューションの提供

４．大学内売店の運営や学生に対する教科書・テキストの販売等

１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析
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当連結会計年度の業績につきましては、株式会社雄松堂書店の研究者、研究機関向け洋古書、専門デ

ータベース系開発商品等の特色ある商品・サービス及び丸善株式会社の大学向け教科書販売は概ね想定

通りに推移し、工事設備事業は増収となりました。一方で外国雑誌販売の減収や「住民生活に光をそそ

ぐ交付金」を財源とした契約の終了による減収及び特例公債法の成立の遅れに伴う予算執行の遅れもあ

り、売上高は648億81百万円（前年同期比5.3％減）で減収となりました。また、丸善株式会社において

前年度実施しました希望退職による人件費の削減が寄与し、営業費用が対前年同期比較で大幅に減少し

た結果、営業利益は19億61百万円（前年同期比18.0％増）となりました。

［店舗・ネット販売事業］

当事業は、主に全国都市部を中心とした店舗網において和書・洋書などの書籍から文具・雑貨・洋品

まで多岐にわたる商品の販売を行うほか、書籍や音楽・映画ソフトのネット販売を行っております。

店舗の状況といたしましては、期初92店舗でスタートし、平成24年２月に「溜池山王店」「柏高島屋

店」「名古屋ラシック店」「盛岡川徳店」、３月に「新宿店」、９月に「町田モディ店」、平成25年１

月に「札幌アリオ店」「京都BAL店」の８店舗を閉店し、一方平成24年３月に新潟において従来の書籍

販売「ジュンク堂書店」に併設する形で、文具店「ＭＡＲＵＺＥＮ」を新たに出店、５月に「弘前中三

店」、10月に「町田ジョルナ店」を開店いたしました。なお、平成24年６月に店舗移転により一時閉店

しておりました「名古屋栄店」は、９月27日に名古屋市中心地区栄の丸栄百貨店内でリニューアルオー

プンいたしました。その結果、平成25年１月末時点の店舗数はで87店舗となっております。また、平成

24年６月よりハイブリッド型総合書店「ｈｏｎｔｏ」のポイントサービスを主要店舗で開始し、順次拡

大してまいりました結果、当社グループ会社の丸善書店株式会社及び株式会社ジュンク堂書店におい

て、連携対象となる店舗数は平成25年１月末時点で33店舗となっております。

当連結会計年度の業績につきましては、売上高は786億57百万円で前年同期比6.1％の減収となりまし

た。また、連結修正前単体決算ベースの書店部門が営業黒字化を果たし回復傾向は顕著となりました

が、電子書籍販売立ち上げ費用の計上等もあり連結営業損失は２億63百万円（前年同期は７億34百万円

の営業損失）となりました。

［図書館サポート事業］

当事業は、図書館の業務効率化・利用者へのサービス向上の観点から、カウンター業務・目録作成・

蔵書点検などの業務の請負、地方自治法における指定管理者制度による図書館運営業務、ＰＦＩ

（Private Finance Initiative）による図書館運営業務及び人材派遣を行っております。

当連結会計年度の業績につきましては、図書館受託館数は期初690館から63館増加し、平成25年１月

末時点では753館となりました。

以上の結果、当事業の売上高は154億90百万円（前年同期比10.6％増）、営業利益は10億84百万円

（前年同期比4.6％増）となりました。

［出版事業］

当事業は、『理科年表』をはじめとする理工系分野を中心とした専門書・事典・便覧・大学テキスト

に加え、絵本・童話などの児童書、図書館向け書籍の刊行を行っております。また医療・看護・芸術・

経営など多岐にわたる分野のビデオ・ＤＶＤについても発売を行っております。
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当連結会計年度の業績につきましては、専門分野として『理科年表 平成25年』『科学英語を読みと

くテクニック』『トートラ人体の構造と機能 第４版』『温泉の百科事典』『電気化学便覧 第６

版』、児童書として『ほねほねザウルスシリーズ』『しずくちゃんシリーズ』『ハッピーバースデー、

ペネロペ』など、合計新刊301点を刊行いたしました。

以上の結果、当事業の売上高は49億14百万円（前年同期比1.9％減）、営業利益は２億58百万円（前

年同期比31.0％減）となりました。

［その他］

当事業は、書店やその他小売店舗を中心に企画・設計デザインから建設工事・内装工事・店舗什

器・看板・ディスプレーなどのトータルプランニングを手がけております。また図書館用図書の入出

荷業務等を行っております。なお、当期より、株式会社図書館流通センターの子会社であり、Ａｐｐ

ｌｅ製品やパソコンの修理・アップグレード設定等の業務を主として行うグローバルソリューション

サービス株式会社を連結の範囲に含めております。

当連結会計年度の業績につきましては、店舗内装業における既存顧客への空調照明メンテナンス提

案や保育所及び空港内喫煙所の新設案件などの新規顧客を獲得、グローバルソリューションサービス

株式会社を連結の範囲に含めたこと等により売上高は増加しました。以上の結果、当事業の売上高は

83億44百万円（前年同期比76.0％増）、営業利益は５億91百万円（前年同期比46.8％増）となりまし

た。

① 資産、負債及び純資産の状況

(資産)

当連結会計年度末の総資産の残高は、前連結会計年度末に比べ、現金及び預金、受取手形及び売

掛金、商品及び製品、前渡金の減少等により31億84百万円減少し、1,223億70百万円となりまし

た。うち流動資産は851億82百万円、固定資産は371億80百万円であります。 

流動資産の主な内容といたしましては、現金及び預金136億34百万円、受取手形及び売掛金185億

40百万円、商品及び製品409億35百万円、前渡金52億60百万円であります。 

固定資産の主な内容といたしましては、有形固定資産201億50百万円、無形固定資産42億34百万

円、投資その他の資産127億95百万円であります。

(負債)

当連結会計年度末の負債の残高は、前連結会計年度末に比べ、支払手形及び買掛金、前受金、長

期未払金の減少等により37億43百万円減少し、909億86百万円となりました。うち流動負債は643億

75百万円、固定負債は266億10百万円であります。 

流動負債の主な内容といたしましては、支払手形及び買掛金207億38百万円、短期借入金294億19

百万円であります。 

固定負債の主な内容といたしましては、長期未払金109億34百万円であります。

(純資産)

当連結会計年度末の純資産の残高は、前連結会計年度末に比べ、利益剰余金の増加等により５億

59百万円増加し、313億84百万円となりました。なお、自己資本比率は24.9%、１株当たり純資産額

は329.27円となりました。

（２）財政状態に関する分析
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②キャッシュ・フローの状況の分析

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）の残高は128億37

百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。

（営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動により獲得した資金は、５億24百万円となりました。これは主に、税金等調整前当期純

利益の増加、たな卸資産の減少、前渡金の減少によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により使用した資金は、17億15百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得

による支出によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により使用した資金は、１億54百万円となりました。これは主に、短期借入金の減少に

よるものであります。 

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

 (注) 自己資本比率：（純資産の部の合計－新株予約権－少数株主持分）／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

※営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使

用しております。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全て

の負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支

払額を使用しております。

※平成24年１月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率とインタレスト・カバレッジ・レシオについ

ては、営業キャッシュ・フローがマイナスのため、記載を省略しております。

平成23年１月期 平成24年１月期 平成25年１月期

自己資本比率 32.4 23.9 24.9

時価ベースの自己資本比率 24.2 14.8 25.3

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

14.5 ― 81.2

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

9.8 ― 1.3
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当社グループは、株主に対する利益還元を重要な経営課題と認識しており、今後の事業拡大に備えた

内部留保を図りながら、業績に応じた配当を行うことを基本方針としております。

当社では採算性の改善や経費削減を進め増益基調にはあるものの、８年連続前年割れの書籍雑誌販売

市場のトレンドに加え、今後は出版コンテンツの電子化の急速な進展、ネット販売が継続的に拡大する

ことによる流通・小売業界の激変が予想されます。当社といたしましては、これらの競争環境の変化を

踏まえ、今後は従来からの書籍販売事業に関わる出店やＩＴ投資に加え、物流、マーケティングなど中

長期的な視野に立った成長戦略のための投資が不可欠と考えます、よって、当期の配当につきましては

それら投資余力の確保も必要なため、誠に遺憾ながら無配とさせていただきます。また、次期の配当に

つきましては、現時点では未定とさせていただき、今後予想が可能となりました段階で、可能な限り速

やかに公表させていただきたく存じます。

当社グループ（当社及び連結子会社）の経営成績及び財政状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスク

について、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項を記載しておりま

す。

当社グループの事業活動及び業績は、今後起こり得るさまざまな要因により、大きな影響を受ける可

能性があります。従って、当社グループはこれらのリスクの発生を認識した上で、その影響を最小限に

低減していくように努めてまいります。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したも

のであります。

①官公庁及び大学等の予算動向及び消費動向等

当社グループは、主に官公庁が運営する公共図書館・学校図書館市場及び大学を柱とする教育・学術

市場への書籍の販売、書誌データの作成・販売、図書館運営業務の受託を行っており、官公庁または大

学の予算動向に影響を受けております。特に官公庁の予算は政府及び地方自治体の政策によって決定さ

れ、同様に大学の予算は文部科学省等の基本政策あるいは各種補助支援政策に影響を受けて決定される

ため、今後、官公庁または大学の予算が削減された場合、想定以上の受注競争の激化によって当社グル

ープの業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。

また店舗・ネット販売事業においては、ＩＴを活用したきめ細かな商品政策と業務の効率化を推進し

て収益の拡大を図ってまいりますが、気候や景気の状況、競合他社の出店状況等による消費動向の変化

によって収益に影響を及ぼす可能性があります。

②為替の変動

当社グループが取り扱う輸入書籍及び外国雑誌は、為替変動に連動した販売価格を設定しておりま

す。輸入書籍は一定期間の為替相場をもとに、また、外国雑誌は年度契約が基本であり、年度ごとに為

替相場を反映するように設定しております。一方、仕入では円建て取引を行うほか、為替予約を実行

し、販売価格に対応した為替予約を行うことで過度に為替変動の影響を受けないことを基本としており

ます。しかし、完全に為替リスクを排除することは困難であり、短期間に急激な為替変動が起こった場

合には収益への影響を受ける懸念があります。

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

（４）事業等のリスク
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③法的規制等

・再販売価格維持制度について

当社グループにて製作または販売している出版物は、「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する

法律」（以下「独占禁止法」といいます。）第23条第４項の規定により、再販売価格維持制度（以下

「再販制度」といいます。）が認められる特定品目に該当しており、書店では定価販売が認められてお

ります。

独占禁止法は、再販制度を不公正な取引方法として原則禁止しておりますが、出版物が我が国の文化

の振興と普及に重要な役割を果たしていることから、公正取引委員会の指定する書籍、雑誌及び新聞等

の著作物の小売価格については、例外的に再販制度が認められています。

公正取引委員会が、平成13年３月23日に発表した「著作物再販制度の取扱いについて」によると、著

作物再販制度については、当面、残置されることは相当であるとの結論が出されております。しかし併

せて業界に対し、再販制度を維持しながらも消費者利益の向上が図られるように現行制度の弾力的運用

を要請しています。従いまして、今後再販制度が廃止された場合、あるいは今後拡大が想定される電子

書籍の新しい動向によっては、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

・出店に関する法的規制について

当社グループの店舗事業においては、売場面積1,000㎡超の店舗（以下「大規模小売店舗」といいま

す。）を出店する場合、「大規模小売店舗立地法」の規制を受けます。大規模小売店舗の出店について

は出店調整等の規制の影響を受ける可能性があるため、当該規制によって出店計画に変更が発生した場

合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

・出版物の委託販売制度について

当社グループにおける出版事業では、書籍業界の商慣習に従い、当社グループが取次または書店に配

本した出版物（主として書籍・雑誌）のほとんどについては、配本後、約定した委託期間内に限り、返

品を受け入れることを取引条件とした委託販売制度をとっております。

書籍の委託には、主として次の２種類があります。

ⅰ)新刊委託

新刊時または重版時の書籍が対象となり、書籍取次店との委託期間は６ヶ月間であります。

ⅱ)長期委託

既刊の書籍をテーマあるいは季節に合わせてセット組みしたもの、あるいは全集物が対象とな

り、委託期間は、ケース・バイ・ケースでありますが、12ヶ月になることもあります。

定期刊行誌（雑誌）の委託期間は、次のとおりです。

月刊誌 発売日より３ヶ月間

当社グループは、委託販売制度による出版物の返品による損失に備えるため、会計上、出版事業に係

る売掛金残高または出版物の売上金額に一定期間の返品実績率を乗じた返品調整引当金を計上しており

ますが、返品率の変動は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

④情報セキュリティ及び個人情報保護

コンピュータネットワークや情報システムの果たす役割が高まり、情報セキュリティ及び個人情報保

護に関する対応は、事業活動を継続する上で不可欠となってきております。これに対して、近年ソフ

ト・ハードの不具合やコンピュータウィルスなどによる情報システムの障害、個人情報の漏えいなど、

さまざまなリスクが発生する可能性が高まってきております。

当社グループは、情報セキュリティ及び個人情報保護を経営の最重要課題の１つとして捉え、体制の
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強化や社員教育などを通じてシステムとデータの保守・管理に万全を尽くしておりますが、万一これら

の事故が発生した場合には、信用失墜による収益の減少、損害賠償等による予期せぬ費用が発生し、事

業活動に影響を及ぼす可能性があります。

⑤災害の発生

店舗・物流を含む事業拠点の主要施設には防火、耐震対策などを実施しており、災害などによって事

業活動の停止あるいは商品供給に混乱をきたすことのないよう努めております。また、大規模地震等の

自然災害に備え、コンピュータシステム及び通信設備等の重要機器は耐震構造と自家発電設備を備えた

ビルに収容し、データのバックアップ等の対策も講じております。さらに各種保険によるリスク移転も

図っております。しかしながら、大地震や新型インフルエンザ等の感染症の流行など、事業活動の停止

及び社会インフラの大規模な損壊や機能低下などにつながるような、予想を超える事態が発生した場合

は、当社グループの事業活動の復旧及び業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。

丸善ＣＨＩホールディングス㈱(3159)　平成25年１月期　決算短信

－8－



当社は、平成22年２月１日に丸善株式会社と株式会社図書館流通センターの共同株式移転により、両社

を完全子会社とする共同持株会社として設立されました。その後、平成22年８月に丸善株式会社から丸善

書店株式会社を分社化し、同年12月に株式会社ｈｏｎｔｏ（平成23年６月から株式会社ｈｏｎｔｏブック

サービス）を設立。平成23年２月に株式会社ジュンク堂書店及び株式会社雄松堂書店を株式交換により子

会社に加え、丸善株式会社から丸善出版株式会社を分社化しております。これらにより当社グループは、

当社、子会社35社、関連会社４社で構成され、事業は文教市場販売事業、店舗・ネット販売事業、図書館

サポート事業、出版事業及びその他事業を営んでおります。なお、親会社である大日本印刷株式会社は印

刷事業等を事業内容としております。

事業内容と関係会社の当該事業に係る位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は以下の通りであ

ります。

２．企業集団の状況

事業区分 主要な事業内容 主要な会社名

文教市場販売事業

大学、官庁付置研究機関、企業資料室、公
共図書館等への学術情報を中心にした書籍
販売等

丸善㈱、㈱雄松堂書店

大学等教育研究機関、国公行政機関等の図
書館・教室などの建築及び内装設備の設計
施工

丸善㈱

公共図書館、学校図書館を中心とした図書
館用書籍の販売、および図書館用書籍の加
工（装備）、書誌データの作成・販売

㈱図書館流通センター

店舗・ネット販売事
業

主要都市に店舗を設け、書籍のほか文具等
の複合的な店舗販売及びその関連事業

丸善書店㈱、㈱ジュンク堂書店

通信ネットワークを利用した情報提供サー
ビス

㈱ｈｏｎｔｏブックサービス

図書館サポート事業
公共図書館、大学図書館を中心とした図書
館運営業務の受託、指定管理者制度による
図書館運営

丸善㈱、㈱図書館流通センター

出版事業

学術専門書中心の出版業 丸善出版㈱

児童図書及び図書館向け図書の出版業 ㈱岩崎書店、㈱リブリオ出版

出版に係る企画、編集、製作等の請負 丸善プラネット㈱

その他事業

書店・文具店など文化系小売業の店舗設備
の設計施工

丸善㈱

書籍の入出荷業務等 ㈱図書流通

パソコン及びタブレット等通信機器の修
理、ネットワーク設定、ヘルプデスク、ア
プリケーション開発

グローバルソリューションサービス㈱
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事業の系統図は次のとおりです。
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当社グループは平成22年２月１日にＣＨＩグループ株式会社として、これからの日本の礎となる知の

生成と流通に貢献することを共通の使命と考える丸善株式会社と株式会社図書館流通センターが、共同

株式移転により経営統合し設立いたしました。その後、以下に掲げる価値観を共有する、株式会社ジュ

ンク堂書店、株式会社雄松堂書店との株式交換による経営統合、各事業領域における体質強化を図るた

めの分社化、さらには電子書籍事業へ対応するための新会社設立などを経て、平成23年５月１日には、

主要市場である出版流通市場における一層のブランド浸透のため、丸善ＣＨＩホールディングス株式会

社に商号変更を行いました。

現在主要事業会社７社を傘下に置く当社グループでは、次のような経営理念に基づき、知を求めるす

べての人々と、知を提供する出版流通の接点の拡大をめざします。

①価値観：知は社会の礎である

私たちは、知が人に与える力を信じます。そして時代に即した最良の知のグローバルな循環が21世紀

の創発的な日本の社会の礎であると考えます。

②グループビジョン：知の生成と流通に革新をもたらす企業集団となる

私たちは、「知は社会の礎である」という価値観を共有し、教育・学術機関、図書館、出版業界等と

連携し、最良な知の生成・流通と知的な環境づくりにおいて、革新的な仕組みを創出、提供することに

より、業界の活性化をリードし、日本の社会に貢献する企業集団となることを目指します。

当社グループの主要な事業領域である出版流通市場は、書籍・雑誌の販売額が長期に亘り減少し、非

常に厳しい環境下にあります。当社グループは、そのような環境下で持続的で安定的な成長基盤を構築

するためには、利便性と専門性を兼ね備えた書籍流通販売チャネルとしての不断の革新が必要であると

考えます。そのため当社グループでは、市場環境に応じた書店のスクラップ＆ビルドやリニューアル、

ITや物流面でのサービス向上や品揃え充実への取り組みを行い、市場シェアの拡大に努めるとともに、

グループ各社の持つノウハウの共有や共通業務の効率化を進めることで各事業の効率性向上を図ること

に注力してまいります。

当社グループは主要事業会社７社が前述の価値観を共有し、グループ各社が持つノウハウの共有や、

市場ごとに最適なブランドを活用することを通じ、各社のシナジー効果を最大化することでグループビ

ジョンの達成に向けて精励してまいります。

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略
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出版流通市場は、書籍雑誌販売額が８年連続で前年割れをし、一方で外国企業を含む電子書籍事業へ

の取り組みが話題となるなど、近年大きな環境変化の渦中にあります。このような環境下において、当

社では持続的で安定的な成長基盤を構築するために、グループ各社の持つノウハウの共有や共通業務の

効率化を進めることで各事業の効率性向上を図ることはもちろん、この大きな変化を事業チャンスとと

らえ、グループ各事業会社のシナジーを最大化し、成長戦略を構築することが最も重要な課題と認識し

ております。

そのため当社では、当社の有する日本最大規模の書店ネットワークと、親会社である大日本印刷株式

会社及び株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモと当社が合弁で設立した株式会社トゥ・ディファクトの運

営する電子書籍販売サイト「ｈｏｎｔｏ」を連携することで、紙の書籍も電子書籍も取り扱うハイブリ

ッド型総合書店サービスを平成24年５月中旬にスタートさせ、続いて同年６月20日には、当社グループ

書店との共通ポイントをはじめとする様々なサービス連携を開始いたしました。当連結会計年度末時点

で33店舗に導入を終え、これにより「ｈｏｎｔｏ」における会員情報と、当社グループ書店での購買情

報とが結びつけられ、電子書籍を含めた統合的な販売情報分析が可能になってまいります。当社グルー

プ書店では、これを顧客向け販促などに活用することで売上向上を図ることはもとより、仕入や流通面

での改善にも活かすことで、売り逃し防止や返品率の圧縮など、書店収益構造の改革に向けた取り組み

を進めてまいります。加えて、店舗事業においては営業効率の向上に向けたスクラップ＆ビルドを進め

るとともに、他社との業務提携などの手法も含めた効率的な出店を進め、市場シェアの拡大、ブランド

力の強化を図っております。また、グループ書店間の在庫の偏在をなくし、品切れの防止および迅速な

補充や客注対応を行うため、グループ内物流網の構築に着手し、よりお客さまに満足いただけるようサ

ービスの充実に努めております。

また電子化への取り組みについては、個人消費者向け事業のみならず、丸善株式会社においては大学

を中心とした機関向け電子書籍提供サービス「Maruzen eBook Library」を導入し、株式会社図書館流

通センターでは、公共図書館向けに紙の書籍も電子書籍も扱える貸出システム「TRC-DL（TRC-Digital

Library）」の提供に注力しております。さらには、株式会社雄松堂書店では、これまで培った研究者

向け各種資料のデータベース化などの商品開発を進め、丸善出版株式会社では全ての新刊書籍の制作段

階で電子化への対応を準備するなどの取り組みを行なっております。

このように当社では、異業種や外資を含めた競合の参入により、これから本格化する出版コンテンツ

の電子化の潮流の中、単にこれまでの事業を電子へ置き換えるのではなく、グループ各社がこれまで蓄

積した営業基盤やコンテンツ、ブランドなどの資産を、電子化によりさらに活性化させることで事業効

率を一層高めるべく、戦略を推進しております。

このような競争環境の下では、従来の書籍小売事業のノウハウにとどまらず、物流やマーケティング

なども含めた総合的な競争力が必要となってくることから、当社グループでは各社のシナジー発揮はも

ちろん、親会社である大日本印刷株式会社との連携を強化することで、一層の事業拡大を図ってまいる

所存です。

株主の皆様におかれましては、当社グループに対し、今後とも格別のご支援を賜りますよう、お願い

申し上げます。

（４）会社の対処すべき課題
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４．連結財務諸表
（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年１月31日)

当連結会計年度
(平成25年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 14,874 13,634

受取手形及び売掛金 20,240 18,540

商品及び製品 42,522 40,935

仕掛品 1,057 951

原材料及び貯蔵品 285 706

前渡金 6,356 5,260

繰延税金資産 127 100

その他 2,295 5,263

貸倒引当金 △258 △211

流動資産合計 87,501 85,182

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 6,187 5,506

工具、器具及び備品（純額） 909 706

土地 11,133 11,565

リース資産（純額） 1,722 1,597

その他（純額） 83 775

有形固定資産合計 20,036 20,150

無形固定資産

のれん － 169

ソフトウエア 4,587 3,524

その他 233 540

無形固定資産合計 4,821 4,234

投資その他の資産

投資有価証券 3,469 3,388

敷金及び保証金 8,138 7,241

その他 2,010 2,611

貸倒引当金 △434 △445

投資その他の資産合計 13,184 12,795

固定資産合計 38,042 37,180

繰延資産 11 6

資産合計 125,555 122,370
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年１月31日)

当連結会計年度
(平成25年１月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 22,300 20,738

短期借入金 29,344 29,419

1年内返済予定の長期借入金 2,531 2,769

リース債務 684 791

前受金 5,228 4,223

未払法人税等 532 397

賞与引当金 130 153

返品調整引当金 367 301

ポイント引当金 282 214

その他 5,577 5,366

流動負債合計 66,980 64,375

固定負債

社債 1,040 1,000

長期借入金 6,702 7,456

リース債務 1,390 1,103

長期未払金 12,878 10,934

退職給付引当金 3,944 4,132

役員退職慰労引当金 179 147

その他 1,612 1,837

固定負債合計 27,749 26,610

負債合計 94,729 90,986

純資産の部

株主資本

資本金 3,000 3,000

資本剰余金 14,217 14,217

利益剰余金 14,052 14,449

自己株式 △0 △0

株主資本合計 31,269 31,666

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △1,230 △1,199

繰延ヘッジ損益 － 7

その他の包括利益累計額合計 △1,230 △1,191

少数株主持分 786 909

純資産合計 30,825 31,384

負債純資産合計 125,555 122,370
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書
連結損益計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年２月１日
至 平成24年１月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年２月１日
至 平成25年１月31日)

売上高 176,013 172,289

売上原価 133,784 132,203

売上総利益 42,228 40,085

販売費及び一般管理費

販売手数料 502 558

運搬費 1,432 1,091

広告宣伝費 978 859

給料及び手当 14,587 13,531

賞与引当金繰入額 261 300

退職給付費用 681 530

役員退職慰労引当金繰入額 15 24

法定福利費 2,279 2,265

業務委託費 2,962 2,355

賃借料 9,701 8,706

ポイント引当金繰入額 146 41

その他 8,674 8,647

販売費及び一般管理費合計 42,223 38,913

営業利益 5 1,172

営業外収益

受取利息 13 33

受取配当金 60 72

為替差益 147 －

不動産賃貸料 547 499

デリバティブ評価益 － 215

持分法による投資利益 21 44

その他 226 227

営業外収益合計 1,016 1,094

営業外費用

支払利息 390 388

不動産賃貸費用 320 270

支払手数料 112 94

デリバティブ評価損 121 －

為替差損 － 262

その他 193 119

営業外費用合計 1,139 1,135

経常利益又は経常損失（△） △118 1,130
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年２月１日
至 平成24年１月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年２月１日
至 平成25年１月31日)

特別利益

固定資産売却益 6 105

受取補償金 191 253

事業譲渡益 － 589

その他 － 21

特別利益合計 197 969

特別損失

固定資産除却損 109 172

減損損失 300 725

投資有価証券評価損 124 9

店舗閉鎖損失 22 52

本社移転費用 139 －

早期退職関連費用 1,327 －

災害による損失 111 10

その他 46 127

特別損失合計 2,183 1,097

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△2,103 1,003

法人税、住民税及び事業税 680 607

法人税等調整額 243 △43

法人税等合計 924 564

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

△3,027 439

少数株主利益 68 23

当期純利益又は当期純損失（△） △3,096 416
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年２月１日
至 平成24年１月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年２月１日
至 平成25年１月31日)

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

△3,027 439

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △34 28

繰延ヘッジ損益 － 7

持分法適用会社に対する持分相当額 － 1

その他の包括利益合計 △34 37

包括利益 △3,062 477

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △3,129 454

少数株主に係る包括利益 67 22
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（３）連結株主資本等変動計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年２月１日
至 平成24年１月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年２月１日
至 平成25年１月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 3,000 3,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,000 3,000

資本剰余金

当期首残高 8,482 14,217

当期変動額

株式交換による増加 5,735 －

当期変動額合計 5,735 －

当期末残高 14,217 14,217

利益剰余金

当期首残高 14,419 14,052

当期変動額

株式交換による増加 2,729 －

新規連結による増減 － △19

当期純利益又は当期純損失（△） △3,096 416

当期変動額合計 △366 396

当期末残高 14,052 14,449

自己株式

当期首残高 △0 △0

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △0 △0

株主資本合計

当期首残高 25,901 31,269

当期変動額

株式交換による増加 8,464 －

新規連結による増減 － △19

当期純利益又は当期純損失（△） △3,096 416

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 5,368 396

当期末残高 31,269 31,666
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年２月１日
至 平成24年１月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年２月１日
至 平成25年１月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △933 △1,230

当期変動額

株式交換による増加 △264 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △33 31

当期変動額合計 △297 31

当期末残高 △1,230 △1,199

繰延ヘッジ損益

当期首残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 7

当期変動額合計 － 7

当期末残高 － 7

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △933 △1,230

当期変動額

株式交換による増加 △264 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △33 38

当期変動額合計 △297 38

当期末残高 △1,230 △1,191

少数株主持分

当期首残高 720 786

当期変動額

新規連結による増減 － 138

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 66 △15

当期変動額合計 66 123

当期末残高 786 909

純資産合計

当期首残高 25,688 30,825

当期変動額

株式交換による増加 8,200 －

新規連結による増減 － 119

当期純利益又は当期純損失（△） △3,096 416

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 32 23

当期変動額合計 5,136 559

当期末残高 30,825 31,384
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年２月１日
至 平成24年１月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年２月１日
至 平成25年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

△2,103 1,003

減価償却費 2,734 2,544

減損損失 300 725

のれん償却額 11 19

賞与引当金の増減額（△は減少） △85 22

退職給付引当金の増減額（△は減少） △400 154

貸倒引当金の増減額（△は減少） 57 △38

返品調整引当金の増減額（△は減少） 22 △66

ポイント引当金の増減額（△は減少） △27 △21

受取利息及び受取配当金 △74 △106

支払利息 390 388

投資有価証券評価損益（△は益） 124 9

持分法による投資損益（△は益） △21 △44

有形固定資産売却損益（△は益） △6 △105

有形固定資産除却損 106 172

事業譲渡益 － △589

売上債権の増減額（△は増加） △3,953 946

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,568 1,620

仕入債務の増減額（△は減少） 2,554 △3,127

前渡金の増減額（△は増加） 1,521 1,095

前受金の増減額（△は減少） 86 △1,004

その他 966 △2,214

小計 637 1,386

利息及び配当金の受取額 75 131

利息の支払額 △367 △401

法人税等の支払額 △891 △592

営業活動によるキャッシュ・フロー △545 524

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △5,253 △2,031

有形固定資産の売却による収入 294 548

無形固定資産の取得による支出 △1,052 △635

敷金及び保証金の差入による支出 △730 △903

敷金及び保証金の回収による収入 994 1,799

その他 △423 △492

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,171 △1,715
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年２月１日
至 平成24年１月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年２月１日
至 平成25年１月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 7,590 △405

長期借入れによる収入 1,200 4,060

長期借入金の返済による支出 △3,141 △3,241

自己株式の取得による支出 △0 △0

社債の償還による支出 △2,040 △40

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △493 △520

その他 △1 △7

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,113 △154

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,603 △1,345

現金及び現金同等物の期首残高 15,750 14,152

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 2,004 31

現金及び現金同等物の期末残高 14,152 12,837
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該当事項はありません。

（５）継続企業の前提に関する注記

丸善ＣＨＩホールディングス㈱(3159)　平成25年１月期　決算短信

－22－



１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。

当社グループは各子会社が行っている事業セグメントを基礎として、「文教市場販売事業」、「店舗・

ネット販売事業」、「図書館サポート事業」及び「出版事業」の４つを報告セグメントとしております。

「文教市場販売事業」は、大学等教育研究機関及び公共図書館に対する書籍・コンテンツ等の商品の提

供、並びに内装設備の設計・施工及びその他のサービスを提供しております。「店舗・ネット販売事業」

は、店舗における書籍・文具等の販売、及び通信ネットワークを利用した情報提供サービスを行っており

ます。「図書館サポート事業」は、公共図書館、大学図書館を中心とする図書館業務の受託、及び指定管

理者制度による図書館の運営を行っております。「出版事業」は、学術専門書、及び児童書並びに図書館

向け書籍等の出版を行っております。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 平成23年２月１日 至 平成24年１月31日)

 (単位：百万円)

(注)1.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、文化系小売事業の店舗内装の設計・施

工に関する事業、倉庫業及びその他の事業であります。

2. 調整額は、以下のとおりであります。

（1）セグメント利益又は損失の調整額は、セグメント間取引の消去９百万円、各報告セグメントに報告されない全

社費用△2,745百万円が含まれております。全社費用は、主に経営管理部門に関する費用であります。

（６）連結財務諸表に関する注記事項

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

報告セグメント

その他
(注)1

合計
調整額
(注)2

連結財務諸
表計上額

(注)3
文教市場

販売事業

店舗・ネ
ット販売
事業

図書館
サポート
事業

出版事業 計

売上高

外部顧客への売上高 68,510 83,741 14,010 5,008 171,270 4,742 176,013 ― 176,013

セグメント間の内部売
上高又は振替高

493 371 ― 721 1,586 1,879 3,465 △3,465 ―

計 69,004 84,112 14,010 5,730 172,857 6,621 179,479 △3,465 176,013

セグメント利益又は損
失（△）

1,662 △734 1,036 374 2,338 403 2,742 △2,736 5

セグメント資産 39,750 59,732 2,065 7,562 109,110 4,363 113,474 12,080 125,555

その他の項目

減価償却費

減損損失

有形固定資産及び
無形固定資産の増加
額

1,262

83

1,004

986

5

1,880

1

―

0

11

―

40

2,262

88

2,926

113

79

41

2,375

168

2,967

358

132

3,827

2,734

300

6,794
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（2）セグメント資産の調整額は、セグメント間取引の消去△16,940百万円、各報告セグメントに報告されない全社

資産29,021百万円が含まれております。全社資産は主に、提出会社及び子会社の余剰資金（現金及び預金）及

び管理部門に係る資産等であります。

（3）減価償却費の調整額は、セグメント間取引の消去17百万円、各報告セグメントに報告されない全社費用341百

万円が含まれております。

（4）減損損失の調整額は、各報告セグメントに報告されない全社費用132百万円であります。

（5）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、セグメント間取引の消去△402百万円、各報告セグメン

トに報告されない全社資産の増加4,229百万円が含まれております。全社資産の増加は、主に事務所用土地の

取得であります。

3. セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

当連結会計年度(自 平成24年２月１日 至 平成25年１月31日)

 (単位：百万円)

(注)1.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、文化系小売事業の店舗内装の設計・施

工に関する事業、倉庫業、Ａｐｐｌｅ製品・ＰＣ修理に関する事業及びその他の事業等であります。

2. 調整額は、以下のとおりであります。

（1）セグメント利益又は損失の調整額は、セグメント間取引の消去224百万円、各報告セグメントに報告されない

全社費用△2,685百万円が含まれております。全社費用は、主に経営管理部門に関する費用であります。

（2）セグメント資産の調整額は、セグメント間取引の消去△27,395百万円、各報告セグメントに報告されない全社

資産39,546百万円が含まれております。全社資産は主に、提出会社及び子会社の余剰資金（現金及び預金）及

び管理部門に係る資産等であります。

（3）減価償却費の調整額は、セグメント間取引の消去△14百万円、各報告セグメントに報告されない全社費用291

百万円が含まれております。

（4）減損損失の調整額は、各報告セグメントに報告されない全社費用264百万円であります。

（5）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、セグメント間取引の消去△132百万円、各報告セグメン

トに報告されない全社資産の増加428百万円が含まれております。全社資産の増加は、主に管理部門のソフト

ウェアの取得であります。

3. セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

報告セグメント
その他

(注)1
合計

調整額

(注)2

連結財務諸
表計上額
(注)3

文教市場
販売事業

店舗・ネ
ット販売

事業

図書館
サポート

事業

出版事業 計

売上高

外部顧客への売上高 64,881 78,657 15,490 4,914 163,944 8,344 172,289 ― 172,289

セグメント間の内部売

上高又は振替高
414 306 39 716 1,476 1,668 3,145 △3,145 ―

計 65,295 78,963 15,530 5,630 165,421 10,013 175,434 △3,145 172,289

セグメント利益又は損
失（△）

1,961 △263 1,084 258 3,041 591 3,633 △2,460 1,172

セグメント資産 39,005 55,424 2,471 7,398 104,299 5,920 110,210 12,150 122,370

その他の項目

減価償却費

減損損失

有形固定資産及び
無形固定資産の増加
額

1,287

430

1,160

779

30

745

41

―

5

16

―

7

2,124

461

1,919

142

―

64

2,267

461

1,983

277

264

296

2,544

725

2,279
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前連結会計年度(自 平成23年２月１日 至 平成24年１月31日)

１．製品及びサービスに関する情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域に関する情報

(1)売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

(2)有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が、連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えて

いるため、記載を省略しております。

３．主要な顧客に関する情報

特定の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の10％未満であるため、記載を省略しており

ます。

当連結会計年度(自 平成24年２月１日 至 平成25年１月31日)

１．製品及びサービスに関する情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域に関する情報

(1)売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

(2)有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が、連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えて

いるため、記載を省略しております。

３．主要な顧客に関する情報

特定の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の10％未満であるため、記載を省略しており

ます。

(関連情報)
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セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

前連結会計年度 (自 平成23年２月１日 至 平成24年１月31日)

(単位：百万円)

（注）「その他」の金額は、文化系小売事業の店舗内装の設計・施工に関する事業に係るものであります。

当連結会計年度 (自 平成24年２月１日 至 平成25年１月31日)

(単位：百万円)

（注）「その他」の金額は、Ａｐｐｌｅ製品・ＰＣ修理に関する事業及びその他の事業に係るものであります。

該当事項はありません。

(報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報)

(報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報)

報告セグメント

その他
（注）

全社・消去 合計文教市場

販売事業

店舗・ネ
ット販売
事業

図書館
サポート
事業

出版事業 計

当期償却額 ― ― ― ― ― 11 ― 11

当期末残高 ― ― ― ― ― ― ― ―

報告セグメント

その他
（注）

全社・消去 合計文教市場

販売事業

店舗・ネ
ット販売
事業

図書館
サポート
事業

出版事業 計

当期償却額 ― ― ― ― ― 19 ― 19

当期末残高 ― ― ― ― ― 169 ― 169

(報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報)
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(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ １株当たり当期純利益又は当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

該当事項はありません。

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成23年２月１日
至 平成24年１月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年２月１日
至 平成25年１月31日)

１株当たり純資産額 324.56円 329.27円

１株当たり当期純利益又は当期純損
失（△）

△33.45円 4.50円

項目
前連結会計年度

(自 平成23年２月１日
至 平成24年１月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年２月１日
至 平成25年１月31日)

連結損益計算書上の当期純利益又は当期
純損失（△）（百万円）

△3,096 416

普通株式に係る当期純利益又は当期純損
失（△）（百万円）

△3,096 416

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式の期中平均株式数（千株） 92,553 92,552

(重要な後発事象)
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